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新潟国際情報大学学則 

 

   第１章 総則 

 （名称） 

第１条 本学は，新潟国際情報大学と称する。 

 （目的） 

第２条 新潟国際情報大学は，教育基本法及び学校教育法に従い，その精神に則り，学校

教育を行うことを目的とする。 

２ 本学は，日本文化の理解の上に立ち，国際的視野のもと，情報文化の発展に貢献でき

る有為の人材たらんとする意欲あふるる青年を教育し，健全な心身を持つ，個性豊かな

人間形成に資するを使命とする。 

３ 本学は自由主義・民主主義を重んじ，平和を希求し，和衷協同の精神を根本として運

営される。 

４ 本学は，人権を尊重し，人権，年齢，性別，障がい，言語および宗教等の差別のない

教育を実践する。 

 （自己評価等） 

第３条 本学は，その教育研究水準の向上を図り，本学の目的及び社会的使命を達成する

ため，本学の教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研

究等」という。）の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものと

する。 

２ 前項の措置に加え，本学の教育研究等の総合的な状況について，学校教育法施行令第

40条に規定する期間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた者による評価を受けるものと

する。 

 

   第２章 学部，学科及び学生定員 

 （学部及び学科） 

第４条 本学に国際学部及び経営情報学部を置く。 

２ 国際学部に次の学科を置く。 

   国際文化学科 

３ 経営情報学部に次の学科を置く。 

   経営学科 

情報システム学科 

 （各学部及び各学科の教育研究上の目的及び養成する人材像） 

第５条 各学部及び各学科の教育研究上の目的及び養成する人材像は，次の各号に掲げる

とおりとする。 

 一 国際学部は，北東アジアやアジア太平洋地域をはじめとする国際社会の理解と外国

語の習得，及び幅広い教養や知識の獲得を教育研究の基本とし，地域並びに国際社会の

平和や真の発展のために貢献できる人材を育成することを目的とする。 

 二 経営情報学部は，地域の教育機関と連携しながら産業界等のニーズ及びその変化に

対応した教育研究を行うことで社会や地域に貢献するとともに，健全な企業経営を通じ
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てより効率的で効果的な経済活動を実現するため，経営学全般に関わる知識，情報を使

いこなすための知識，人間活動や社会環境に深く関わる情報システムの機能と仕組みを

習得し，社会に対する高等教育機関としての責任を果たしながら，組織経営の変革及び

情報社会の発展に貢献できる人材を育成することを目的とする。  

 二の一 経営学科は，地域の教育機関と連携しながら産業界等のニーズ及びその変化に

対応した教育研究を行うことで社会や地域に貢献するとともに，健全な企業経営を通じ

てより効率的で効果的な経済活動を実現するため，経営学の分野を主体的に学修し，そ

れに関わる人間活動や社会環境，及び情報や情報システムの知識を習得し，社会に対す

る責任を果たしながら，組織経営の問題解決を提案・支援・実現できる人材を育成する

ことを目的とする。 

 二の二 情報システム学科は，地域の教育機関と連携しながら産業界等のニーズ及びそ

の変化に対応した教育研究を行うことで社会や地域に貢献するとともに，健全な企業経

営を通じてより効率的で効果的な経済活動を実現するため，人間や社会に関する幅広い

視野を持って，情報を使いこなすための知識，情報システムの機能，仕組み，設計・開

発手法を習得し，社会に対する高等教育機関としての責任を果たしながら，情報システ

ムの企画・設計・開発・管理・運用のできる人材を育成することを目的とする。 

 （定員） 

第６条 本学の定員は，次のとおりとする。 

学  部 学  科 入学定員 収容定員 

国 際 学 部 国 際 文 化 学 科 １００名 ４００名 

経営情報学部 
経 営 学 科  ８５名 ３４０名 

情報システム学科  ６５名 ２６０名 

 

   第３章 修業年限，在学年限，学年，学期及び休業日 

 （修業年限) 

第７条 本学の修業年限は，４年とする。 

 （在学年限) 

第８条 学生が本学に在学することができる年限は，修業年限の２倍を超えることはでき

ない。 

 （学年） 

第９条 学年は，４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。 

 （学期） 

第10条 学年を分けて，次の２学期とする。 

  前期  ４月１日から９月20日まで 

  後期  ９月21日から３月31日まで 

 （休業日） 

第11条 本学の休業日は，次のとおりとする。 

  一 日曜日 

  二 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

  三 本学の創立記念日 （６月８日） 
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  四 春期休業 

  五 夏期休業 

  六 冬期休業 

２ 各年度の休業日については，全学教授会の議を経て，学年のはじめまでに学長が定め

る。 

３ 学長が必要と認めたときは，全学教授会の議を経て，第１項の休業日を臨時に変更す

るほか，臨時に休業日を定めることができる。 

 

   第４章 入学，編入学，転入学，再入学，転部，退学，転学，留学，休学及び除籍 

 （入学時期） 

第12条 入学の時期は，原則として学年の始めとする。 

 （入学資格） 

第13条 本学に入学できる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

  一 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

  二 通常の課程による12年の学校教育を修了した者 

  三 外国において，学校教育における12年の課程を修了した者，又はこれに準ずる者

で文部科学大臣の指定したもの 

  四 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教

育施設の当該課程を修了した者 

  五 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定

める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大

臣が定める日以後に修了した者 

  六 文部科学大臣の指定した者 

  七 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

  八 その他，相当の年齢に達し，学長が高等学校を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者 

 （入学の出願) 

第14条 入学志願者は，本学所定の願書に別に定める書類及び入学検定料を添えて，指定

の期日までに提出しなければならない。 

 （入学者の選考) 

第15条 入学志願者に対し，別に定めるところにより選考を行う。 

 （入学手続及び入学許可） 

第16条 選考の結果に基づき合格通知を受けた者は，所定の期日までに，定められた入学

手続書類に所定の学生納付金を添えて，入学手続をしなければならない。 

２ 学長は，前項の手続きを完了した者に入学を許可する。 

 （編入学，転入学) 

第17条 次の各号の一に該当する者で，本学への編入学を志願する者があるときは，選考

の上，全学教授会（以下「教授会」という。）の議を経て，学長が相当年次に入学を許

可することができる。 
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  一 大学を卒業した者，又は退学した者 

  二 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

  三 学校教育法施行規則附則第７条に規定する者 

２ 他の大学に在籍している者で，本学への転入学を志願する者があるときは，選考の上，

教授会の議を経て，学長が相当年次に入学を許可することができる。 

３ 編入学又は転入学を許可された者の，既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並び

に修業年限については，全学教授会（以下「教授会」という。）の議を経て，学長が決

定する。 

 （再入学） 

第18条 第20条の規定により退学した者で，同一の学部・学科に再入学を志願する者があ

るときは，学年又は学期の始めに限り，選考の上, 教授会の議を経て，学長が相当年次

に入学を許可することができる。 

２ 再入学を許可された者の，既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並びに修業年限

については，教授会の議を経て，学長が決定する。 

 （転部もしくは転科） 

第19条 本学の学生で，他の学部に転部もしくは他の学科に転科を志願する者があるとき

は，選考の上，教授会の議を経て，学長が許可することができる。 

 （退学，他大学への転学） 

第20条 退学又は他の大学に転学しようとする者は，その事由を明らかにし，保証人連署

の退学願又は転学願を提出し，学長の許可を受けなければならない。 

２ 次の各号の一に該当する者は，教授会の議を経て学長がこれを退学とする。 

  一 休学期間の満了後も復学しない者 

二 学生納付金（在籍管理料を含む。）を滞納し，督促を受けても納入しない者 

 （留学) 

第21条 本学の学生で，外国の大学等の授業科目を履修するため留学しようとするときは，

学長の許可を受けなければならない。 

２ 留学の期間において修得した授業科目及び単位数については，別に定める単位数を超

えない範囲で，本学において修得したものとみなすことができる。 

３ 前項の許可を得て留学した期間は，在学期間に算入することができる。 

４ 留学に関し必要な事項は，別に定める。 

 （休学） 

第22条 疾病その他の事由により，引き続き２ヵ月以上修学することができない者は，そ

の事由を明らかにし，保証人連署の休学願を提出し，学長の許可を受けて休学すること

ができる。 

２ 疾病による事由の場合は，診断書を添付しなければならない。 

３ 学生が疾病その他の事由によって修学することが適当でないと認められる場合には，

休学を命ずることができる。 

 （休学期間） 

第23条 休学期間は，１年以内とする。ただし，特別の理由がある場合は，１年を限度と

して，休学期間の延長を認めることができる。 
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２ 休学期間は，通算して４年を超えることができない。 

３ 休学期間は，在学期間には算入しない。 

（復学）  

第 24条 休学している者が復学しようとするときは，保証人連署の復学願を提出し，学長

の許可を受けなければならない。 

２ 疾病により休学している者が復学しようとするときは，診断書を添付しなければなら

 ない。 

 （除籍） 

第25条 次の各号の一に該当する者は，教授会の議を経て学長がこれを除籍する。 

  一 在学期間が修業年限の２倍を超えた者 

  二 死亡又は行方不明の者 

 

   第５章 授業科目及び単位 

 （授業科目） 

第26条 本学の授業科目は，基礎科目及び専門科目とし，その授業科目名及び，単位数な

らびにコース・ナンバリングは別表１のとおりとする。 

２ 前項に規定する授業科目のほか，必要に応じ特別科目を置くことができる。 

３ 授業科目の担当者名及び授業時間割等は，あらかじめ公示する。 

 （履修方法） 

第 27 条 学生は，別表２の区分によって授業科目を履修し，所定の単位以上を修得しなけ

ればならない。 

 （履修科目の登録の上限） 

第 28 条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，学生が修得すべき単位

数について，学生が１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限は，22

単位とする。但し、3 年次前期修了時に 100 単位を超えている者は、3 年次後期以降１

学 期に履修科目として登録することができる単位数の上限は，24 単位とする。 

 （単位の計算方法) 

第29条 各授業科目に対する単位数は，原則として，次の基準により計算するものとする。 

  一 講義については，毎週１時間15週の授業をもって１単位とする。 

  二 ゼミナ－ル関連科目については，毎週１時間15週の授業をもって１単位とする。 

  三 演習・外国語科目・保健体育科目については，毎週２時間15週の授業をもって１

単位とする。 

  四 実習については，45時間の実習をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，卒業論文の授業科目については，これらに必要な学修等を

考慮して，単位数を定める。 

 （他大学等において修得した単位の取扱い等) 

第30条 大学又は短期大学等を卒業又は中途退学し，新たに本学の第１年次に入学した学

生の既修得単位については，教育上有益と認めるときは，別に定める単位数を超えない

範囲で，本学において修得したものとして認定する。 

 （他大学等における授業科目の履修) 
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第31条 教育上有益と認めるときは，他の大学等との協議に基づき，学生に当該他大学等

の授業科目を履修することを認める。 

２ 前項の規定に基づき，学生が修得した他の大学等の授業科目の単位については，別に

定める単位数を超えない範囲で，本学において修得したものとみなす。 

 （休学期間中の外国の大学等における授業科目の履修等） 

第32条 教育上有益と認めるときは，各学部は，学生が休学期間中に外国の大学等におい

て履修した授業科目について修得した単位を，本学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定に基づき，学生が修得した単位数は，別に定める単位数を超えない範囲で，

本学において修得したものとみなす。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第33条 教育上有益と認めるときは，各学部は，学生が行う短期大学又は高等専門学校の

専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，所属する学部における授

業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

２ 前項の規定に基づき，学生が修得した単位数は，別に定める単位数を超えない範囲で，

本学において修得したものとみなす。 

 

   第６章 学修の評価及び卒業 

 （単位の認定) 

第34条 授業科目の単位の認定は，試験の成績及びその他の方法により学修の評価を行い，

合格した学生には所定の単位を与える。 

２ 学生納付金が未納の学期に学修した授業科目の単位は認定しない。 

 （試験） 

第35条 試験は，定期試験及び随時試験とし，定期試験は学期末に行うことを原則とする。 

 （学修の評価） 

第36条 学修の評価は，Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤとし，Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃを合格とする。 

２ いずれの授業科目も，学期又は学年に実施した授業時数の３分の１以上欠席した者に

ついては，その授業科目の学修の評価をしない｡ 

３ 卒業見込みの者で，卒業年次にＤの評価を付された授業科目があったときは，再試験

を実施することがある。 

 （成績の平均値） 

第 37 条 成績の平均値は，各授業科目の成績評価に対応した得点（グレードポイント，Ｇ

Ｐ）から算出される履修登録科目の１単位当たりの成績評定平均値（グレードポイント

アベレージ，ＧＰＡ）とする。 

２ 成績の平均値の計算方法は，別に定める 

 （進級） 

第38条 卒業論文等の履修条件については，別に定める。 

 （卒業) 

第39条 本学に定められた年数以上在学し，第27条に定める所定の単位を修得した者につ

いては，教授会の議を経て，学長が卒業を認定し学士の学位を授与する。 
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 （学位) 

第40条 本学を卒業した者に授与する学位は，次のとおりとする。 

 国際学部   国際文化学科   学士（国際文化） 

 経営情報学部 経営学科     学士（経営学） 

        情報システム学科 学士（情報システム学） 

 

   第７章 特別聴講学生，科目等履修生，研究生，委託研究生及び外国人留学生 

 （特別聴講学生） 

第41条 他の大学等の学生で，本学が開設する授業科目の履修を志願する者があるときは，

当該他大学等との協議に基づき，教授会の議を経て，学長が特別聴講学生として入学を

許可する。 

２ 特別聴講学生が学修した授業科目については，学修の評価を行い，合格した学生には

所定の単位を授与する。 

 （科目等履修生） 

第42条 本学の学生以外の者で，本学が開設する授業科目の履修を志願する者があるとき

は，選考の上，教授会の議を経て，学長が科目等履修生として，入学を許可することが

ある。 

２ 科目等履修生に対しては，申請に基づき，当該授業科目の学修の評価を行い，合格し

た者には所定の単位を授与する。 

 （研究生） 

第43条 本学において，特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは，

選考の上，教授会の議を経て，学長が研究生として入学を許可することがある。 

 （委託研究生） 

第44条 官公庁，公共団体及び企業等から，その所属職員について学修する授業科目又は

研究事項を指定して委託の志願があるときは，選考の上，教授会の議を経て，学長が委

託研究生として入学を許可することがある。 

 （外国人留学生) 

第45条 外国人で本学において教育を受ける目的をもって入国し，本学に入学を志願する

者があるときは，選考の上，教授会の議を経て，学長が外国人留学生として入学を許可

することがある。 

 （その他） 

第46条 特別聴講学生，科目等履修生，研究生，委託研究生及び外国人留学生については，

別段の定めのあるものを除くほか，学部学生に関する規則を準用する。 

 

   第８章 学生納付金 

 （学生納付金） 

第47条 本学の学生納付金は，別表３に定める額とする。 

２ 学生納付金は，授業出席の有無にかかわらず，指定の期日までに納入しなければなら

ない。 

 （既納の学生納付金） 
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第48条 既納の学生納付金は，事由の如何にかかわらず返還しない。ただし，入学辞退者

のうち，他大学 に入学するため，定められた日時までに返還を願い出た者については，

本学がその事実を確認した後，入学金を除くその他の学生納付金を返還する。 

 （休学の場合の学生納付金の免除等） 

第49条 休学を許可された学年又は学期の学生納付金として，授業料等を免除し，別表４

に定める在籍管理料を徴収する。 

 （復学の場合の学生納付金） 

第50条 学期の途中で復学する場合は，当該学期の学生納付金を徴収する。 

 （退学及び停学の場合の学生納付金） 

第51条 学期の途中で退学した場合は，当該学期の学生納付金を徴収する。 

２ 停学期間中の学生納付金は，徴収する。 

 （留学の場合の学生納付金） 

第52条 留学した場合は，当該学期の学生納付金を徴収する。 

 （学生納付金の徴収猶予） 

第53条 やむを得ない事情によって，学生納付金が期日までに納入できない場合は，保証

人連署の徴収猶予願を提出し，許可を受けなければならない。 

 （学生納付金の免除） 

第54条 経済的理由によって納付が困難であり，かつ学業優秀と認められる場合は，学生

納付金の全額又は一部を免除する。 

 （特別聴講学生等の納付金） 

第55条 特別聴講学生，科目等履修生，研究生及び委託研究生の検定料，入学金，授業料

等については，別に定める。 

 （実験実習費） 

第56条 実験実習に要する費用は，別に徴収することがある。 

 

   第９章 賞罰 

 （表彰） 

第57条 学生で善行のあった者又は学業その他の活動において優秀な成績を挙げた者は，

教授会の議を経て，学長がこれを表彰する。 

 （懲戒） 

第58条 学則及び学生諸規定に違反し，学生の本分に反する者に対しては，教授会の議を

 経て，学長がこれを懲戒する。 

２ 懲戒の種類は，戒告，停学及び退学とする。 

３ 次の各号の一に該当する者は，退学を命ずる。 

  一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

  二 学業を怠り，成業の見込みがないと認められる者 

  三 正当な理由がなく欠席が長期にわたる者 

  四 大学の秩序を乱し，その他学生の本分に著しく反した者 

 

   第１０章 教職員及び組織 
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 （教職員） 

第59条 本学に学長，教授，准教授，講師，助教，助手，事務職員及びその他の職員を置

く。 

 （客員教員，特任教員及び訪問教員） 

第60条 本学に客員教員，特任教員及び訪問教員を置くことができる。 

２ 客員教員，特任教員及び訪問教員に関し必要な事項は，別に定める。 

 （情報センター） 

第61条 本学に情報センターを置く。 

２ 情報センターに関する規定は，別に定める。 

 （事務局） 

第62条 本学の事務を処理するため，事務局を置く。 

２ 事務局に関する規定は，別に定める。 

 （福利厚生施設） 

第63条 本学に，食堂その他の福利厚生施設を置く。 

２ 福利厚生施設の管理運営に関する規定は，別に定める。 

 

   第１１章 協議会及び教授会 

 （協議会） 

第64条 本学に，本学の重要事項を審議し，大学の円滑な運営を図るため協議会を置く。 

２ 協議会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （全学教授会） 

第65条 本学に全学教授会を置く。 

２ 全学教授会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （教授会） 

第66条 本学の各学部に学部教授会を置く。 

２ 学部教授会は，専任の教授，准教授及び講師をもって組織する。ただし，必要に応じ

教授をもって組織することができる。 

３ 学部教授会に関し必要な事項は，別に定める。 

 

    第１２章 公開講座等 

 （公開講座等） 

第67条 社会人の教養を高め，文化の向上に資するため，本学の教育及び研究に支障のな

い限り，地域住民等を対象とした次の事業を行うことができる。 

  一 公開講座 

  二 大学施設の開放 

 

附 則 

 この学則は，平成６年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は，平成７年５月３１日から施行する。 
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２ 平成７年度以前の入学者にかかる授業料及び施設設備費の額は，改正後の第４２条第

１項別表第３の額にかかわらず，なお，従前の例による。 

   附 則 

この学則は，平成１０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この学則は，平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成１２年４月１日から施行する。 

２ 平成１１年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

この学則は，平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成１５年４月１日から施行する。 

２ 平成１３年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ 平成１３年度以前に入学した学生が，改正後の別表に規定する授業科目中「情報リテ

ラシーと倫理」を履修したときは，自由科目として取り扱うものとする。 

   附 則 

１ この学則は，平成１７年４月１日から施行する。 

２ 平成１６年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。た

だし，改正後の別表１に規定する授業科目のうち「キャリア開発１」，｢キャリア開発２｣

及び「インターンシップ」を履修し，「キャリア開発１」及び「キャリア開発２」にあっ

ては，基礎科目の自由科目の単位に，「インターンシップ」にあっては，基礎科目の選

択科目として卒業に必要な単位にすることができる。 

３ 平成１６年度に入学し現に在学している者にあっては，改正後の別表１に規定する授

業科目のうち次の表に掲げる授業科目を履修し，同表の区分による単位として卒業に必

要な単位にすることができる。 

授業科目の名称 
単   位   数 

必 修 選択必修 選 択 自 由 

専 門 科 目     

（情報文化学科）     

 アメリカ研究ゼミナール（留学）  ２   

 留学アメリカ英語１  ２   

 留学アメリカ英語２  ２   

 留学アメリカ英語３  １   

 留学アメリカ英語４  １   

 アメリカの文化と社会（留学）  ２   

 留学アメリカ特論１  ２   
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 留学アメリカ特論２  ２   

 現代アメリカ研究（留学）  ２   

 現代アメリカ事情（留学）  ２   

４ 平成１６年度以前の入学者に係る授業料の額は，改正後の別表３の規定にかかわら

ず，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１７年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。た

だし，改正後の別表１に規定する授業科目のうちキャリア開発１及びキャリア開発２の

履修方法については，平成１７年度に入学した学生に適用する。 

   附 則 

１ この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年度以前に入学した学生で，改正前の別表 1 に規定する授業科目のうち「情

報処理演習Ｕ」を履修し単位を修得しているときは，改正後の別表 1 に規定する授業科

目のうち「情報処理演習Ｕ１」を履修することができない。 

   附 則 

１ この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。た

だし，改正後の別表１に規定する授業科目のうち「数学リテラシー」，「ビジネス英語

入門１」及び「ビジネス英語入門２」の履修方法については，平成１９年度以前に入学

した学生に適用する。 

３ 平成１９年度以前に入学した学生が，改正後の別表１に規定する授業科目のうち「国

際交流インストラクター演習１」，「国際交流インストラクター演習２」及び「ワーク

ショップ実践論」を履修し単位を修得したときは，自由科目の単位として認定する。 

４ 平成１７年度以前に入学した学生で改正前の別表１に規定する授業科目のうち「イン

ターネット英語１」又は「インターネット英語２」を履修し単位を修得しているものが，

改正後の別表１に規定する授業科目のうち「ビジネス英語入門１」又は「ビジネス英語

入門２」を履修し単位を修得したときは，自由科目の単位として認定する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。た

だし，改正後の別表１に規定する授業科目のうち「ワークショップ実践論１」，「ワー

クショップ実践論２」及び「ソフトウエアエンジニアリング」の履修方法については，

平成２１年度以前に入学した学生に適用する。 

   附 則 
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１ この学則は，平成２３年４月１日から施行する。 

２ 平成２０年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前に入学した学生が，改正後の別表１に規定する授業科目「数学基礎」

を履修したときは，自由科目の単位として認定する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。た

だし，改正後の別表１に規定する授業科目のうち「簿記特論１」，「簿記特論２」，「FP

特論１」及び「FP 特論２」を履修したときは，自由科目の単位として認定する。 

   附 則 

１ この学則は，平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，平成２６年９月２６日から施行し，平成２６年４月１日から適用する。 

２ 平成２５年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この学則は，平成２８年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この学則は，平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。た

だし，第 11 条（休業日）第１項から第３項については，入学年度に関係なく全ての学生

に適用する。 

３ 平成２９年度以前の入学者に係る教材・実習費の額は，改正後の別表３の規定にかか

わらず，なお，従前の例（下記）による。 

区    分 金    額 備    考 

入  学  金     １００,０００円 入学時に納入する。 

授  業  料  年額 ６７５,０００円  

施 設 設 備 費  年額 ２５０,０００円  

教材・実習費  年額  ８５,０００円  
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   附 則 

 この学則は，平成３０年５月２９日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度以前に入学した学生の履修方法については，なお，従前の例による。 

   附 則 

１ この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年度の入学者及び令和元年度の入学者に係る施設設備費の額は，改正後の 

 別表３の規定にかかわらず，なお，従前の例（下記）による。 

区    分 金    額 備    考 

入  学  金     １００,０００円 入学時に納入する。 

授  業  料  年額 ６７５,０００円  

施 設 設 備 費  年額 ２５０,０００円  

教材・実習費  年額 １００,０００円  

   附 則 

 この学則は，令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和３年度以前に入学した学生が，改正後の別表１に規定する授業科目「デジタル戦

略論」及び「組織行動論」を履修したときは，自由科目の単位として認定する。 

   附 則 

１ この学則は，令和５年４月１日から施行する。 
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別表１ 授業科目及び単位（第 26 条関係） 

国際学部 国際文化学科 

科目区分  授業科目の名称  
単位数  

必 修 選択必修  選 択 自 由 

基

礎

科

目 

全学基礎  

講義・  

演習  

哲学    2  

文学    2  

法学    2  

憲法    2  

民法    2  

政治学    2  

平和学    2  

金融論    2  

財政学    2  

地球環境論    2  

資源とエネルギー    2  

国際経済学    2  

経済学（マクロ）   2  

経済学（ミクロ）   2  

新潟地域学（文化）    2  

新潟地域学（政治と経済）    2  

新潟地域学（自然と開発）    2  

国際交流ファシリテーター１    2  

国際交流ファシリテーター２    2  

ファシリテーション実践論１    2  

ファシリテーション実践論２    2  

ファシリテーション概論    2  

社会企業論    2  

統計学    2  

線形数学    2  

AI・データサイエンス入門    2  

インターンシップ    1  

保健体育  

体力診断と運動処方１    1  

体力診断と運動処方２    1  

フィットネス理論及び実習    1  

就職関連  
キャリア開発１    1  

キャリア開発２    1  

日本語・ 

事情 

日本語１    1  

日本語２    1  

日本語３    1  

日本語４    1  

日本事情１    2  

日本事情２    2  
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基

礎

科

目 

学部基礎  
講義・  

演習  

言語学    2  

世界史（近現代）    2  

世界地誌    2  

国際関係論    2  

社会思想史    2  

文化人類学    2  

異文化理解    2  

日本史（近現代）    2  

ジェンダー論    2  

社会福祉論    2  

英語基礎１  1    

英語基礎２  1    

ＣＥＰ１  3    

ＣＥＰ２  3    

ＣＥＰ３   2   

ＣＥＰ４   2   

ＣＥＰ５   2   

ＣＥＰ６   2   

英文講読１    1  

英文講読２    1  

観光英語    1  

情報処理演習１  2    

情報処理演習２  2    

専

門

科

目 

ゼミナール  

卒業論文  

基礎ゼミナール１  2    

基礎ゼミナール２  2    

国際研究ゼミナール１  2    

国際研究ゼミナール２  2    

国際研究ゼミナール３  2    

国際研究ゼミナール４  2    

国際研究ゼミナール５  2    

国際研究ゼミナール６  2    

卒業論文  4    

地域言語  

ロシア語１ a  1   

ロシア語１b  1   

ロシア語１ c  1   

ロシア語２ a  1   

ロシア語２b  1   

ロシア語２ c  1   

ロシア語３ a  1   

ロシア語３b  1   

ロシア語４ a  1   
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専

門

科

目 

地域言語  

ロシア語４b  1   

ロシア語５ a  1   

ロシア語５b  1   

ロシア語６ a  1   

ロシア語６b  1   

ロシア語７ a   1  

ロシア語７b   1  

ロシア語８ a   1  

ロシア語８b   1  

中国語１ a  1   

中国語１b  1   

中国語１ c  1   

中国語２ a  1   

中国語２b  1   

中国語２ c  1   

中国語３ a  1   

中国語３b  1   

中国語４ a  1   

中国語４b  1   

中国語５ a  1   

中国語５b  1   

中国語６ a  1   

中国語６b  1   

中国語７ a   1  

中国語７b   1  

中国語８ a   1  

中国語８b   1  

韓国語１ a  1   

韓国語１b  1   

韓国語１ c  1   

韓国語２ a  1   

韓国語２b  1   

韓国語２ c  1   

韓国語３ a  1   

韓国語３b  1   

韓国語４ a  1   

韓国語４b  1   

韓国語５ a  1   

韓国語５b  1   

韓国語６ a  1   

韓国語６b  1   

韓国語７ a   1  
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韓国語７b   1  

韓国語８ a   1  

専

門

科

目 

地域言語  

韓国語８b   1  

英語１ a  1   

英語１b  1   

英語１ c  1   

英語２ a  1   

英語２b  1   

英語２ c  1   

英語３ a  1   

英語３b  1   

英語４ a  1   

英語４b  1   

英語５ a  1   

英語５b  1   

英語６ a  1   

英語６b  1   

講義選択必修  

ロシア史概説   2   

中国史概説   2   

韓国朝鮮史概説   2   

アメリカ史概説   2   

ロシア文化論   2   

中国文化論   2   

韓国朝鮮文化論   2   

アメリカ文化論   2   

現代ロシア論   2   

現代中国論   2   

現代韓国朝鮮論   2   

現代アメリカ論   2   

日ロ関係論   2   

日中関係論   2   

日韓朝関係論   2   

日米関係論   2   

講義選択  

国際法    2  

ＥＵ論    2  

国際政治史    2  

国際経済史    2  

国際組織論    2  

現代東南アジア論    2  

国際政治学    2  

市民社会論    2  

南北問題    2  
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国際協力論    2  

地域統合論    2  

現代ヨーロッパ論    2  

専

門

科

目 

講義選択  

中東・北アフリカ地域論    2  

地球社会と人権    2  

Learning in English１    2  

Learning in English２    2  

海外実習Ａ    2  

海外実習Ｂ    2  

異文化研修１ -a   2  

異文化研修１ -b   4  

異文化研修２ -a   2  

異文化研修２ -b   4  

ラボ    1  

Lectures on Global Issues    2  

日本語学    2  

日本文化論    2  

日本政治史    2  

日本の思想    2  

日本経済史    2  

日本政治論    2  

日本経済論    2  
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経営情報学部 経営学科 

科目区分  授業科目の名称  
単位数  

必 修 選択必修  選 択 自 由 

基

礎

科

目  

全学基礎  

講義・  

演習  

哲学    2  

文学    2  

法学    2  

憲法    2  

民法    2  

政治学    2  

平和学    2  

金融論    2  

財政学    2  

地球環境論    2  

資源とエネルギー    2  

国際経済学    2  

経済学（マクロ）    2  

経済学（ミクロ）    2  

新潟地域学（文化）    2  

新潟地域学（政治と経済）    2  

新潟地域学（自然と開発）    2  

国際交流ファシリテーター１    2  

国際交流ファシリテーター２    2  

ファシリテーション実践論１    2  

ファシリテーション実践論２    2  

ファシリテーション概論    2  

社会企業論    2  

統計学  2    

線形数学    2  

AI・データサイエンス入門  2    

インターンシップ    1  

保健体育  

体力診断と運動処方１    1  

体力診断と運動処方２    1  

フィットネス理論及び実習    1  

就職関連  
キャリア開発１    1  

キャリア開発２    1  

日本語・ 

事情 

日本語１    1  

日本語２    1  

日本語３    1  

日本語４    1  

日本事情１    2  

日本事情２    2  
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基

礎

科

目  

学部基礎  

講義・  

演習  

心理学    2  

社会学    2  

コミュニケーション論    2  

文章表現    2  

科学と技術    2  

数学基礎    2  

英語  

英語１Ａ（Reading 1）  1    

英語１Ｂ（Speaking 1）  1    

英語１Ｃ（Grammar 1）  1    

英語２Ａ（Reading 2）  1    

英語２Ｂ（Speaking 2）  1    

英語２Ｃ（Grammar 2）  1    

英語３Ａ（Reading 3）  1    

英語３Ｂ（Speaking 3）  1    

英語４Ａ（Reading 4）  1    

英語４Ｂ（Speaking 4）  1    

英語５Ａ（Reading 5）  1    

英語６Ａ（Reading 6）  1    

基礎英語１    1  

基礎英語２    1  

専

門

科

目  

学部共通  講義  

経営学入門  2    

経営管理論    2  

経営情報論    2  

マーケティング    2  

ビジネス情報モデル    2  

企業倫理    2  

情報システム    2  

情報論理    2  

情報とコンピューティング    2  

情報産業    2  

情報倫理    2  

情報論    2  

機械学習    2  

情報社会論    2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知科学    2  

健康スポーツ科学    2  

行動科学    2  

情報セキュリティ    2  

デジタル戦略論    2  

応用統計学    2  

人工知能    2  
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専

門

科

目 

 

学部共通  

 

講義  

データサイエンス    2  

知識情報    2  

情報アクセスシステム    2  

システム数学    2  

アルゴリズム    2  

コンピュータビジョン    2  

データベース論    2  

流通論    2  

管理会計論    2  

財務会計論    2  

基礎ゼミナール１  2    

基礎ゼミナール２  2    

ＦＰ特論１    2  

ＦＰ特論２    2  

簿記基礎    2  

演習・ 

実習 

情報処理演習入門    2  

情報処理演習Ｍ    2  

基本情報処理演習１    2  

基本情報処理演習２    2  

短期留学    4  

学科専門  

講義  

経営組織論    2  

生産管理論    2  

経営戦略論    2  

中小企業論    2  

起業論    2  

人的資源管理    2  

経営シミュレーション    2  

コーポレートファイナンス    2  

組織行動論    ２  

経営学総論    2  

経営データ分析    2  

ロジスティクス論    2  

経営学特論    2  

応用経営学    2  

経営学特別講義１    2  

経営学特別講義２    2  

ヘルスケアマネジメント論    2  

消費者行動論    2  

ゼミナー

ル 

卒業論文 

応用ゼミナール１  2    

応用ゼミナール２  2    

研究ゼミナール１  2    

研究ゼミナール２  2    
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経営学研究１  2    

経営学研究２  2    

卒業論文  4    
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経営情報学部 情報システム学科 

科目区分  授業科目の名称  
単位数  

必 修 選択必修  選 択 自 由 

基

礎

科

目  

全学基礎  

講義・  

演習  

哲学    2  

文学    2  

法学    2  

憲法    2  

民法    2  

政治学    2  

平和学    2  

金融論    2  

財政学    2  

地球環境論    2  

資源とエネルギー    2  

国際経済学    2  

経済学（マクロ）    2  

経済学（ミクロ）    2  

新潟地域学（文化）    2  

新潟地域学（政治と経済）    2  

新潟地域学（自然と開発）    2  

国際交流ファシリテーター１    2  

国際交流ファシリテーター２    2  

ファシリテーション実践論１    2  

ファシリテーション実践論２    2  

ファシリテーション概論    2  

社会企業論    2  

統計学  2    

線形数学    2  

AI・データサイエンス入門  2    

インターンシップ    1  

保健体育  

体力診断と運動処方１    1  

体力診断と運動処方２    1  

フィットネス理論及び実習    1  

就職関連  
キャリア開発１    1  

キャリア開発２    1  

日本語・ 

事情 

日本語１    1  

日本語２    1  

日本語３    1  

日本語４    1  

日本事情１    2  

日本事情２    2  
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基

礎

科

目  

学部基礎  

講義・  

演習  

心理学    2  

社会学    2  

コミュニケーション論    2  

文章表現    2  

科学と技術    2  

数学基礎    2  

英語  

英語１Ａ（Reading 1）  1    

英語１Ｂ（Speaking 1）  1    

英語１Ｃ（Grammar 1）  1    

英語２Ａ（Reading 2）  1    

英語２Ｂ（Speaking 2）  1    

英語２Ｃ（Grammar 2）  1    

英語３Ａ（Reading 3）  1    

英語３Ｂ（Speaking 3）  1    

英語４Ａ（Reading 4）  1    

英語４Ｂ（Speaking 4）  1    

英語５Ａ（Reading 5）  1    

英語６Ａ（Reading 6）  1    

基礎英語１    1  

基礎英語２    1  

専

門

科

目  

学部共通  講義  

経営学入門  2    

経営管理論    2  

経営情報論    2  

マーケティング    2  

ビジネス情報モデル    2  

企業倫理    2  

情報システム  2    

情報論理    2  

情報とコンピューティング  2    

情報産業    2  

情報倫理    2  

情報論    2  

機械学習    2  

情報社会論    2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知科学    2  

健康スポーツ科学    2  

行動科学    2  

情報セキュリティ    2  

デジタル戦略論    2  

応用統計学    2  

人工知能    2  
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専

門

科

目 

 

学部共通  

 

講義  

データサイエンス    2  

知識情報    2  

情報アクセスシステム    2  

システム数学    2  

アルゴリズム  2    

コンピュータビジョン    2  

データベース論    2  

流通論    2  

管理会計論    2  

財務会計論    2  

基礎ゼミナール１  2    

基礎ゼミナール２  2    

ＦＰ特論１    2  

ＦＰ特論２    2  

簿記基礎    2  

演習・ 

実習 

情報処理演習入門  2    

情報処理演習Ｍ    2  

基本情報処理演習１    2  

基本情報処理演習２    2  

短期留学    4  

学科専門  

講義  

コンピュータシステム  2    

ソフトウェア開発  2    

オペレーティングシステム  2    

システム論    2  

オブジェクト指向開発概論  2    

ネットワークコンピューティング  2    

プログラミング環境    2  

テレコミュニケーション    2  

情報システム設計  2    

情報プロジェクト特論  2    

マルチメディア情報    2  

情報システム開発  2    

演習 

卒業研究 

卒業論文 

情報処理演習Ｄ   2   

情報処理演習Ｈ   2   

情報処理演習Ｐ１  2    

情報処理演習Ｐ２   2   

情報システム基礎演習１  1    

情報システム基礎演習２  1    

情報システム応用演習１  1    

情報システム応用演習２  1    

卒業研究１  1    

卒業研究２  1    



2001 

 26 

卒業研究３  2    

卒業研究４  2    

卒業論文  4    
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別表２ 履修方法（第 27 条関係） 

国際学部 

区  分 国際文化学科 

基礎科目 ４８単位以上 

専門科目 ７８単位以上 

計 １２６単位以上 

 

経営情報学部 

区  分 経 営 学 科 情報システム学科 

基礎科目 ３４単位以上 ３４単位以上 

専門科目 ９２単位以上 ９２単位以上 

計 １２６単位以上 １２６単位以上 

 

 

 

別表３ 学生納付金（第 47 条関係） 

区    分 金    額 備    考 

入  学  金     １００,０００円 入学時に納入する。 

授  業  料  年額 ６７５,０００円  

施 設 設 備 費  年額 ３００,０００円  

教材・実習費  年額 １００,０００円  

 

 

 

別表４ 在籍管理料（第49条関係） 

区   分 金   額 備  考 

在籍管理料 １学期当 ２０,０００円  

 

 




